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令和８年度９月議会の主な議案 

補正予算 

一般会計（補正第７号） 

 ・車内に運転手がいないレベル４自動運転移動サービスの実現に向けた公道走

行を実施する費用 

・特殊詐欺被害が増加しており、市民を守るために、被害防止対策に関するチラ

シを作成し、啓発する費用 

 

 ほか計上する。 

補正額  4億 3,444万 3千円   補正後予算額  642億 2,328万 9千円 

 

補正予算の主な事業 

１ くわなメディアライヴ複合化事業費（生涯学習課）   2,770 万 9 千円 

くわなメディアライヴにパブリックセンターの機能や子育て憩いの広場を

移転・集約化するため、遮音改修工事等に係る調査・設計費用を計上する。 

 

２ ブランド推進事業費（ブランド推進課）          3,000万円 

   ふるさと納税の新規返礼品開発や既存返礼品の生産強化等に取り組む事業

者を支援するため、ふるさと納税型クラウドファンディングを立ち上げ、集

まった寄附額の最大 40％を設備投資等の補助金として交付する。 

 

３ 次世代モビリティサービス推進事業費（政策創造課） 1 億 1,803 万 9 千円 

車内に運転手がいないレベル４自動運転移動サービスの実現に向けた公道

走行を実施する。 

 

４ スタートアップ共創推進事業費（スマートシティ推進課）    100万円 

 革新的なアイデアや技術、市内経済活性化に関する提案をスタートアップか

ら募集し、本市を実証フィールドとした共創の取り組みをさらに推進するた

めの費用を計上する。 

 

５ 高齢者特殊詐欺被害防止対策費（防災・危機管理課）    132 万 6 千円 

特殊詐欺被害が増加しており、市民を守るために、被害防止対策に関するチ

ラシを作成し、啓発する。 

 

資料２ 
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６ 一時保育システム導入事業費（幼保支援課）        59万 4千円 

一時保育の予約・キャンセル等を、24時間、web上で行えるシステムを導入

する。 

 

７ 道路ストック対策事業費（土木課）             2,500 万円 

市道福島深谷線において交通量が増大し、道路損傷が発生していることから、

舗装工事をして長寿命化を図る。 

 

８ 道路防災対策事業費（土木課）               9,510 万円 

老朽化により通行に支障をきたしている道路の舗装及び側溝工事を行い、機

能回復を図る。 

市道肱江大久保線、市道星川中央線、市道太一丸江場線、市道坂井島田線、

市道坂井能部１号線 

 

９ 小中一貫校推進事業費（学校再編推進課）         96万 7千円 

学校再編の協議を進める重点地域を発表しており、地域における学校のあり

方の検討に向けて、支援（ワークショップや講演会等）費用を計上する。 

 

10 多度地区小中一貫校建設事業費（教育総務課）     1億 67万 1千円 

物価上昇に伴うインフレスライド及び工事を進めるなかで変更が必要とな

ってきた工事費用の増額を行う。 

 

11 学校給食管理運営費（学校教育課）           428 万 1 千円 

令和９年度から、桑名地区における給食の米飯提供方式が変更（弁当一食方

式→クラス単位飯缶方式）となることに伴い、必要となる食器等の購入費用

を計上する。 

 

12 新規給食調理等業務委託導入事業費（学校教育課）    272 万 3 千円 

学校給食の安定的な配送のために、現在の配送状況を見直し、新たな給食配

送業務委託に必要な経費を計上する。 

 

13 学校給食管理運営費（多度学校給食センター費）（学校教育課） 

                             115 万 7 千円 

令和９年度から、多度地区における給食の米飯提供方式が変更（弁当一食方

式→クラス単位飯缶方式）となることに伴い、必要となる食器等の購入費用

を計上する。 
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条例の制定及び改正（抜粋） 

１ 桑名市遊休公共施設利活用促進条例の制定について 

遊休公共施設を使用して事業を行う法人等に対し奨励措置を講ずることに

より、施設の利活用を促進するため、条例を制定する。 

 

２ 桑名市情報公開条例の一部改正について 

公文書の開示手続の利便性の向上を目的とし、効率的な開示の実施を行うた

め、またその費用を公平に負担するべく手数料の規定を導入するため、所要

の改正を行う。 

 

３ 桑名市カスタマーハラスメント防止条例の一部改正について 

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等

に関する法律（労働施策総合推進法）の改正に伴い、事業者等の責務に関す

る事項を改正する。 

 


